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 コストの前提条件の精査 

沖縄における鉄軌道整備にあたっての課題を詳細に調査する観点から、概算事業費に影響を与え

る沖縄特有の気候条件を考慮したコスト及び建設工事費デフレーターの前提条件について精査し

た。 

 

(1) 沖縄特有の気候条件を考慮したコストの整理 

1) 検討目的 

過年度調査まで用いていた各構造形式のコストは、既存事例を参考に算出しているが、平成

27年度調査では、詳細調査であることを踏まえて、既存事例を参考に算出したコストに含まれ

てない沖縄特有の気候条件を考慮したコストを計上した。 

沖縄は四方を海に囲まれており、一年を通じて湿度が高く、夏は強風が吹く台風が接近しやす

いなどの特徴的な気候である。コンクリート構造は鉄筋を内包しており、特に沿岸の高架構造で

は鉄筋の腐食による塩害が全国的な問題になっている。また、強風により、列車の遅延や運休が

発生するため、安全かつ安定な運行には強風対策が必要と考えられる。したがって、平成 27年

度調査では、高架構造に用いられるコンクリート構造の塩害対策及び強風対策のコストを整理し

た。 
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2) コンクリート構造の塩害対策費 

①． エポキシ樹脂鉄筋の効果 

エポキシ樹脂は鉄筋を被覆することで、コンクリート材料に含まれる塩分や構造物建設後に

外部から侵入してくる塩分から鉄筋を守り、鉄筋コンクリートの早期劣化を防ぐ効果がある。 

被覆していない鉄筋は、塩分により腐食生成物（サビ）が発錆し、鉄筋体積が腐食前と比較

して数倍になるためコンクリート内部から膨張させる圧力を与える。結果として、コンクリー

ト表面に鉄筋に沿ったひび割れを発生させ、構造物の劣化を早めることとなる。 

また、近年の研究や施工事例により初期建設費を含めたライフサイクルコストに対しても低

廉であることが確認されている。 

よって、高架構造の塩害対策として、エポキシ樹脂鉄筋のコストを考慮した。 

 
 
 
 
 
 
 

写真 伊良部大橋での塩害対策事例（左側：上部工 右側：下部工） 

出典：沖縄県でのコンクリート橋の塩害劣化とその対策に関する研究 琉球大学名誉教授 大城武 

＜http://www.jsce-oki.tec.u-ryukyu.ac.jp/doc/H240910_prog4.pdf＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 上部工における各ケースにおけるライフサイクルコスト試算例 

出典：港湾空港技術研究資料 (独)港湾空港技術研究所 桟橋上部工の維持管理シナリオに関する検討 

2014年 12月＜http://www.pari.go.jp/search-pdf/No.1296.pdf＞ 
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②． エポキシ樹脂鉄筋の材料単価比較 

「建設物価（平成 27 年 12 月 （一社）建設物価調査会）」より、普通鉄筋とエポキシ樹脂

鉄筋の材料単価を比較した。 

表 鉄筋単価一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エポキシ樹脂鉄筋は普通鉄筋に対して、約 2.3倍の材料単価となった。 

 

③． 高架構造の概算工事費内訳の整理 

コンクリートを用いている高架構造の概算工事費の内訳を整理し、エポキシ樹脂鉄筋を用い

た塩害対策によるコスト増加率を検討した。 

標準的な高架構造の工事価格及び内訳は、「土木構造物の耐震性能設計における新しいレベ

ル１の考え方（案） 土木学会地震工学委員会 平成 15年 11月」に記載されている資料を参

考に整理した。 

 

図 工事費の構成（参考資料より） 

 

※直接工事費：材料費、労務費、直接経費（特許使用料、水道光熱電力料、機械経費）の３要素を示す。 

※材料費：工事を施工するのに必要な材料の費用とし、算定は数量と価格によるものとする。 

※労務費：工事を施工するのに必要な労務の費用とし、算定は所要人員と労働賃金によるものとする。 

※機械経費：工事を施工するのに必要な機械の使用に要する費用とし、請負工事機械経費積算要領によ

るものとする。 

※共通仮設費：運搬費、準備費、事業損失防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費を示す。 

※現場管理費：工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費である。 

※一般管理費：工事施工にあたる企業の継続運営に必要な経費である。 
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材料費のうち鉄筋が占める割合は、参考資料の内訳表を整理して求めた。 

 

表 標準的な高架構造の工事価格内訳表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：土木構造物の耐震性能設計における新しいレベル１の考え方（案） 

土木学会地震工学委員会 平成 15年 11月＜http://committees.jsce.or.jp/eec201/node/12＞ 

 

上記の工事価格内訳のうち鉄筋が占める割合を整理すると５%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 標準的な高架構造の工事費内訳整理 
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④． 高架構造の概算工事費の増加率整理 

高架構造の工事価格のうち、鉄筋の材料費が占める割合は５%であった。エポキシ樹脂鉄筋

を用いることにより、鉄筋の材料費が 2.3倍となることから、鉄筋の材料費が占める割合は

12%（５%×2.3倍）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 増加率の整理グラフ 

 

工事費全体として 100%（うち材料費(鉄筋)：５%）→107%（うち材料費(鉄筋)：12%）にな

ることから、高架構造の工事費に対して７%の増加を考慮した。 
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3) 強風対策 

①． 沖縄県の強風発生件数 

気象庁ホームページより沖縄県は、過去 14年間に発生した竜巻等の突風の件数が北海道に

次いで２番目に多い。既存の鉄道事業者では強風時における列車運行の安全性を確保するた

め、風速に規制値を設けて運転見合わせや徐行運転を行っている。沖縄県においても列車が安

全及び安定した運行するために、強風対策が必要である。 

 

表 都道府県別の竜巻等の突風発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁ホームページ 竜巻等の突風データベース都道府県別の発生確認数 

＜http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/tornado/stats/huk.html＞ 

 

表 地方ごとの台風接近数の平年値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁ホームページ 台風の平年値 

＜http://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/typhoon/statistics/average/average.html＞ 
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②． 既存鉄道事業者の強風対策 

定時性や安定輸送を確保するためＪＲ東日本（京葉線、武蔵野線、総武線）やＪＲ西日本

（湖西線）では、高架構造に防風柵を設置して、強風による輸送障害の発生頻度を減少させる

対策を行っている。 

具体的には、車両に作用する風の力を低減するため、穴のあいた鋼板やＦＲＰ板（強化プラ

スチック材）の防風柵を高架構造に設置している。 

 
表 防風柵設置前後の強風時運転規制 

 防風柵設置前（現状） 防風柵設置後 

運転見合わせ 風速 25m/秒 風速 30m/秒 

徐行（列車速度 25km/時） 風速 20m/秒 風速 25m/秒 

出典：ＪＲ東日本ホームページ 防風柵設置による輸送障害対策について 広報 

＜https://www.jreast.co.jp/press/2014/20141111.pdf＞ 

 

 

 

 

 

 

写真 防風柵設置事例（ＪＲ東日本） 

出典：ＪＲ東日本ホームページ 防風柵設置による輸送障害対策について 広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図及び写真 防風柵設置事例（ＪＲ西日本）  

出典：ＪＲ西日本ホームページ 湖西線・北陸線で防風柵が完成！さらなる追加整備を実施します！ 広報 

＜https://www.westjr.co.jp/press/article/2015/12/page_8060.html＞ 

湖西線の整備状況 

北陸線の整備状況 
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③． 既存鉄道事業者の強風対策効果 

ここでは、防風柵の設置により運転中止時間や速度規制時間の減少効果の例として、海から

の強風の影響を受けやすい臨海地域を走行する京葉線の場合を示す。 

 

 

出典：ＪＲ東日本ホームページ 防風柵設置による輸送障害対策について 広報 

 

④． 強風対策費の整理 

前述の既存鉄道事業者が設置している防風柵は、既存の高架構造に対して改良工事により設

置しているが、本調査の鉄軌道は、新設時から強風対策として防風柵を設置する前提でコスト

を考慮した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存柵            防風柵 

図 柵の設置イメージ 

 

表 柵の単価比較 

（片側１箇所あたり） 

 既存柵 防風柵 

工事費単価 10万円/m 25万円/m 

 
既存柵と防風柵の価格差が高架構造片側１箇所あたり 15万円/mであり、高架構造の左右両

側に設置するので、防風対策の追加工事費として 30万円/mを考慮した。 
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4) 検討結果 

通年で湿度が高く、台風などの強風の発生頻度が高い沖縄特有の気候を考慮し、高架構造に用

いられるコンクリート構造の塩害対策として、エポキシ樹脂鉄筋を用いるコスト、及び高架構造

の強風対策として防風柵を設置するコストを考慮したため、高架構造の工事費単価は約 12%増加

した。 

なお、沖縄特有の条件を考慮したコストは、初期投資である概算事業費は増加するが、塩害対

策は高架構造のライフサイクルコストに有効であり、防風柵の設置は、安全かつ安定的な輸送を

確保するためのコストであることから、開業後も含めた長期的な視点に立つと見込む必要がある

コストといえる。 

 

(2) 建設工事費デフレーターの整理 

平成 27年度調査で考慮した建設工事費デフレーターは、近年の経済状況を踏まえると概算事業

費に考慮しておく必要がある項目といえる。このため、平成 26年度調査では、平成 23年度調査

の建設工事費に対して３%増加のデフレーターを考慮した概算事業費も算出していたが、平成 27

年度調査では、最新デフレーターを調査整理し、４%増加を考慮した。 

 

表 建設工事費デフレーターの状況 

 

 

 

 

 

 

注）平成 17年度を基準 100として公表されている。 

出典：国土交通省 総合政策ホームページ 建設工事費デフレーター公表値を加工 

＜http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_tk4_000112.html＞ 
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2.4  平成 27 年度調査のまとめ 

平成 27年度調査では、主に４つの検討を行った。「旭橋～糸満市役所を対象としたモデルルート

の精査」では、５つのルートについて導入区間の検討を行い、概算事業費を比較したが、コスト縮

減の観点からは、平成 26年度調査まで用いていた豊見城、名嘉地付近を経由するルートが最も低廉

となった。また、「最新技術である地下駅を対象としたシールド切り開き工法の採用」、「新都心

～普天間飛行場（国道 330号）を対象として地下区間から地上区間への構造変更」により、概算事

業費は一定の縮減効果が見られた。あわせて、平成 27年度調査は、詳細調査であることから「コス

トの前提条件の精査」として、沖縄特有の気候条件を考慮したコストや建設工事費デフレーターを

考慮した詳細な検討を行った。 

検討の結果、例えば、鉄道ケース２（うるま・国道 330号＋空港接続線）について、平成 26年度

調査で成果のあったコスト縮減方策＊１に加えて、平成 27年度調査で新たに検討したコスト縮減方策

等＊２を考慮した概算事業費は、平成 26年度調査と比較して 300億円（４%）のコスト縮減となっ

た。 

今後は、支線を含めたモデルルートを精査するとともに、更なるコスト縮減を可能とする最新技

術の採用等について検討する。また、概算事業費の精度向上のため、沖縄特有の地形や地質条件を

考慮した検討を行い、駅施設等の安全対策等についても研究する。さらに、道路への鉄軌道導入に

は、車線数減少に伴う交通容量の減少により、道路混雑が増加する懸念があることから、工事期間

中も含めた道路交通への影響について把握する。 

 
＊１：最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法）、部分単線化（鉄道を対象）、単線区間の拡大（トラムトレインを対

象）、小型システム（鉄道を対象）、地下区間から地上区間への構造変更等 

＊２：最新技術の採用（シールド切り開き工法）、地下区間から地上区間への構造変更（浦添市役所～普天間飛行

場）、沖縄特有の気候条件を考慮したコスト、建設工事費デフレーター（４％）、消費税率（８％） 

 
 
 
  


	2　 コスト縮減方策等の検討
	2.1　 過年度調査の概要
	2.1.1　 平成22年度調査の概要
	2.1.2　 平成23年度調査の概要
	(1) モデルケースの設定
	(2) 概算事業費

	2.1.3　 平成24年度調査の概要
	(1) 部分単線化
	(2) 小型システムの採用
	(3) 施設の簡素化
	(4) 沖縄自動車道の活用
	(5) 構造変更・基地跡地活用

	2.1.4　 平成25年度調査の概要
	(1) 最新技術の採用（ＳＥＮＳ工法）
	(2) 単線区間の拡大
	(3) 全線単線化
	(4) 駅数の見直し
	(5) 小型システムの採用
	(6) 地下区間から地上区間への構造変更
	1) 名護付近の構造変更
	2) 支線①（名護～沖縄美ら海水族館）の構造変更
	3) 国道58号の地平構造を利用した検討
	4) 空港接続線の構造変更


	2.1.5　 平成26年度調査の概要
	(1) 各モデルルートのルート及び構造形式の見直し
	(2) ランニングコスト＊１の縮減方策の可能性検討
	(3) 最新の交通システムの情報収集


	2.2　  検討ルートとコスト縮減方策によるケース設定
	2.2.1　 過年度調査のケース設定
	(1) 平成23年度調査のケース設定
	(2) 平成24年度調査のケース設定
	(3) 平成25年度調査のケース設定
	1) コスト縮減方策検討の着眼点
	2) ケース設定の考え方

	(4) 平成26年度調査のケース設定
	1) コスト縮減方策の組合せの考え方
	2) ルート選定の考え方


	2.2.2　 平成27年度調査のケース設定
	(1)  需要予測モデル再構築の影響確認（検討番号1～3）
	(2) 平成27年度調査のコスト縮減方策等の影響確認（検討番号4～8）
	(3) 過年度成果及び平成27年度調査のコスト縮減方策等の影響確認（検討番号9～10）


	2.3　 平成27年度調査におけるコスト縮減方策等の検討
	2.3.1　 概算事業費算出の前提
	(1) 概算事業費の内容
	(2) 構造区分
	(3) 各構造形式の標準単価の概念

	2.3.2　 モデルルートの精査及び構造形式の見直し
	(1) 旭橋～糸満市役所のモデルルートの精査
	1) 検討目的
	2) 検討方針
	3) 導入空間の検討
	①． 国道331号（上下線片側２車線道路の中央部）の導入空間
	②． モノレール並走区間（那覇空港～赤嶺）の導入空間
	③． 臨海部ルート（西海岸道路（一部建設中））の導入空間設定

	4) 導入ルートの検討
	①． 検討ルート図
	②． 検討ルート比較表


	図　検討ルート延長比較図
	5) 検討結果

	(2) 最新技術（地下駅のシールド切り開き工法）の採用
	1) 検討概要
	2) 検討概念図
	3) 検討結果

	(3) 新都心～普天間飛行場付近の構造変更の検討
	1) 検討目的
	2) 導入空間の検討
	①． アプローチ区間の検討
	②． 高架構造による道路空間設定
	A． 道路空間
	B． 課題


	3) 検討ルート図
	4) 検討結果


	2.3.3　 コストの前提条件の精査
	(1) 沖縄特有の気候条件を考慮したコストの整理
	1) 検討目的
	2) コンクリート構造の塩害対策費
	①． エポキシ樹脂鉄筋の効果
	②． エポキシ樹脂鉄筋の材料単価比較
	③． 高架構造の概算工事費内訳の整理
	④． 高架構造の概算工事費の増加率整理

	3) 強風対策
	①． 沖縄県の強風発生件数
	②． 既存鉄道事業者の強風対策
	③． 既存鉄道事業者の強風対策効果
	④． 強風対策費の整理

	4) 検討結果

	(2) 建設工事費デフレーターの整理


	2.4　 平成27年度調査のまとめ
	2.4.1　 モデルルートの構造形式
	(1) 鉄道
	(2) トラムトレイン

	2.4.2　 検討結果一覧
	(1) 鉄道
	(2) トラムトレイン

	2.4.3　 ルート検討図
	(1) 鉄道
	(2) トラムトレイン




